
統計表を見る方のために

１　利用上の注意

２　用語の説明（平成26年分）
   　この章における用語の意義は、次のとおりである。

　(1)

　(2)

　(3)

　(4)

  (5)

３　贈与税の税率等（平成26年分）

200万円以下 300万円以下 400万円以下 600万円以下 1,000万円以下 1,000万円超

10% 15% 20% 30% 40% 50%

―  10万円  25万円  65万円 125万円 225万円

４　贈与税の主な諸控除

  (1)

                           

                           
                           
                           　

  (2) 　１年間に贈与を受けた財産の価額の合計額から110万円が控除される。

  (3)

  (4) 相 続 時 精 算 課 税 に
に 係 る 特 別 控 除

農地等納税猶予税額

株式等納税猶予税額

医 療 法 人 持 分
納 税 猶 予 税 額

住 宅 取 得 等 資 金 の
非 課 税 制 度

教育資金の非課税制度

配 偶 者 控 除

  (2)  相続時精算課税

税　　　率

　後継者である受贈者が、贈与により、経済産業大臣の認定を受ける非上場会社の株式等を親族(先代経
営者)から全部又は一定以上取得し、その会社を経営していく場合に、その後継者が納付すべき贈与税の
うち、その株式等(一定の部分に限る。)に対応する贈与税の全額の納税が猶予され、その猶予される金額
をいう。

       特定贈与者ごとに、１年間に贈与を受けた相続時精算課税適用財産の価額の合計額から相続時精算課税の特別控除額を控除した金額
     に20％の税率を乗じて贈与税額を計算。

　婚姻期間が20年以上である配偶者から、居住用不動産又は居住用不動産を取得するための金銭の贈与を

受けた場合で、贈与を受けた年の翌年の３月15日までにその居住用不動産を自己の居住の用に供し、か

つ、その後引き続き居住の用に供する見込みであるときに、2,000万円と居住用不動産の価額とのいずれ

か少ない金額が、当該贈与による取得財産価額から控除される。

　なお、この配偶者控除は、同一の配偶者からは一生に一度しか適用を受けることができない。

　特定贈与者ごとに、１年間に贈与を受けた相続時精算課税適用財産の価額の合計額から、2,500万円
（前年までにこの相続時精算課税の特別控除額を使用した場合には、2,500万円から既に使用した額を控
除した金額）と特定贈与者ごとの贈与税の課税価格とのいずれか低い金額が控除される。

　認定医療法人の持分を有する者（贈与者）がその持分の全部又は一部を放棄したことにより、その認定
医療法人の持分を有する他の者（受贈者）に贈与税が課される場合に、その受贈者がその放棄の時からそ
の放棄により受けた利益に係る贈与税の申告期限までの間に、認定医療法人の持分の全部又は一部を放棄
したときには、放棄した持分に相当する贈与税額が、その受贈者の贈与税額から控除される。

基 礎 控 除

医 療 法 人 持 分
税 額 控 除

控　除　額

  認定医療法人の持分を有する者（贈与者）がその持分の全部又は一部を放棄したことにより、その認定
医療法人の持分を有する他の者（受贈者）に贈与税が課される場合に、納付すべき贈与税のうち、その放
棄により受けた利益の価額に対応する贈与税については、一定の要件の下に贈与税の納税が猶予され、そ
の猶予される金額をいう。

６　　贈　　与　　税

     この章は、平成26年中に財産の贈与を受けた者のうち、申告義務のある者（住宅取得等資金の非課税制度適用後の残額について暦年課
   税のみを選択した者で、その残額が基礎控除を超えない者を除く。）について、平成27年６月30日までの申告又は処理による課税事績を
   示したものである。
　   なお、一部について、平成25年以前に財産の贈与を受けた者についての申告又は処理による課税事績について調査している。

       １年間に贈与を受けた財産の価額の合計額から基礎控除額110万円を控除した残額について、下の表により贈与税額を計算。

基 礎 控 除 後 の
課 税 価 格

　父母や祖父母など直系尊属から、自己の居住の用に供する住宅用の家屋の新築若しくは取得又は増改築
等の対価に充てるための金銭（住宅取得等資金）の贈与を受けた場合において、一定の要件を満たすとき
は、住宅取得等資金のうち、省エネ等基準（省エネルギー対策等級４相当であること、耐震等級２以上で
あること又は免震建築物であること）に適合する住宅用の家屋であることにつき証明がされたもの(省エ
ネ等住宅）に係るものは1,000万円まで、省エネ等住宅以外の住宅に係るものは500万円までの金額につい
て贈与税が非課税となる。

　30歳未満の受贈者が、教育資金（学校等に直接支払われる入学金、授業料等）に充てるため、金融機関
等との教育資金管理契約に基づき、祖父母など直系尊属から信託受益権等を取得した場合には、その信託
受益権等の価額のうち1,500万円までの金額に相当する部分の価額については、教育資金非課税申告書を
提出することにより贈与税が非課税となる。また、受贈者が30歳に達することなどにより、教育資金管理
契約が終了した場合には、非課税拠出額（教育資金非課税申告書等に本制度の適用を受けるものとして記
載された金額の合計額）から教育資金支出額（金融機関等において教育資金の支払の事実が確認され、か
つ、記録された金額の合計額）を控除した残額について、贈与があったこととされる。

  (1)  暦年課税

　贈与者の推定相続人である農業の後継者が贈与を受けた農地等の価額に対応する贈与税額として、一定
の要件の下に贈与税の納税が猶予され、その猶予される金額をいう。


